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注 記 事 項 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令

和２年３月 26日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に

関するＱ＆Ａ」（令和２年６月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用し

て、財務諸表等を作成しております。 

 

１．運営費交付金収益の計上基準 

業務達成基準を採用しております。ただし、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係を明確

に示すことができる部分を除く管理部門の活動については、期間進行基準を採用しております。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  建物         １～53年 

構築物       １～45 年 

 工具器具備品 １～23 年 

また、特定の資産のうち、償却資産（独立行政法人会計基準第 87 第１項）の減価償却相当額

については、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く）  

定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

（３）リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

３．賞与に係る引当金の計上基準 

役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計

上しております。なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込

みであるため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。 

 

４．退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで

の期間に帰属させる方法については期間定額基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（8 年）による定額

法により処理しております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（8 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしております。 

なお、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金については、退職給付
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引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。 

また、運営費交付金により、掛金及び年金積立不足額に対して財源措置がなされる見込みであ

る確定給付企業年金等については、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上して

おります。 

 

５．貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

及び破産再生更生債権等については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

６．有価証券の評価基準及び評価方法 

当法人が保有する有価証券は、全て満期保有目的の有価証券であり、償却原価法（定額法）に

より評価しております。 

 

７．債券発行差額の償却方法 

債券発行差額は、債券の償還期間にわたって償却しております。 

 

８．外貨建資産の本邦通貨への換算基準 

期末日に保有する外国通貨は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理する方法を採用しております。 

 

９．未収財源措置予定額の計上基準 

（１）第一種学資貸与金（一般会計・特別会計借入分）の返還免除損に係る未収財源措置予定額 

第一種学資貸与金（一般会計・特別会計借入分）の返還免除損については、独立行政法人日本

学生支援機構法第 22条及び独立行政法人日本学生支援機構法施行令第 19条の規定に基づき、後

年度に一般会計から借入金が償還免除されることが明らかであることから、発生した返還免除損

の全額に相当する額を未収財源措置予定額として計上しております。 

（２）第一種学資貸与金（財政融資資金等活用分）及び第二種学資貸与金の返還免除損に係る未

収財源措置予定額 

第一種学資貸与金（財政融資資金等活用分）及び第二種学資貸与金の返還免除損については、

独立行政法人日本学生支援機構法第 23 条の規定及び中期計画に計上されている第一種学資貸与

金（財政融資資金等活用分）及び第二種学資貸与金返還免除補填金により財源措置されることが

明らかであることから、発生した返還免除損の全額に相当する額を未収財源措置予定額として計

上しております。 

（３）第一種学資貸与金（財政融資資金等活用分）及び第二種学資貸与金に係る財政融資資金、

民間借入金及び財投機関債の利息補てんに係る未収財源措置予定額 

第一種学資貸与金（財政融資資金等活用分）及び第二種学資貸与金に係る受取利息と財源であ

る財政融資資金、民間借入金及び財投機関債の支払利息の差額については、独立行政法人日本学

生支援機構法第 23条の規定及び中期計画に計上されている政府補給金により財源措置されるこ

とが明らかであることから、当該事業年度末における未収利息と未払利息の差額に相当する額を

未収財源措置予定額として計上しております。 
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（４）法人化後新たに生じた学資貸与金に係る貸倒損失に係る未収財源措置予定額 

法人化後新たに生じた学資貸与金に係る貸倒損失に対しては、独立行政法人日本学生支援機構

法第 23 条の規定及び中期計画に計上されている回収不能債権補填金により、債権管理に関する

規定及び中期目標に基づき適正に債権管理した結果生じた部分について財源措置されることが

明らかであることから、回収目標率に基づき算出される予想貸倒引当金相当額を上限として当該

学資貸与金に係る貸倒引当金繰入額から受取利息等を控除した額を未収財源措置予定額として

計上しております。 

（５）旧日本育英会から承継した学資貸与金に係る貸倒損失に係る未収財源措置予定額 

旧日本育英会から承継した学資貸与金に係る貸倒損失に対しては、独立行政法人日本学生支援

機構に関する省令附則第３条の規定により文部科学大臣が決定した額（17,519,277,701 円）か

ら毎期補助金により財源措置された額を控除した額を残高として未収財源措置予定額として計

上しております。 

（６）貸倒引当金見積方法の変更により追加で計上される旧債権の貸倒引当金繰入額に係る未収

財源措置予定額  

「奨学金に係る債権の自己査定に関する細則」の制定（平成 21年３月 16日）に伴い、追加で

計上される旧債権に係る貸倒引当金繰入額に対しては、独立行政法人日本学生支援機構法第 23

条の規定及び中期計画に計上されている回収不能債権補填金により、平成 20 年度決算の損失処

理において第二期中期目標期間に繰越がなされる金額及び国庫納付がなされる金額を控除した

積立金残額では当期総損失を処理できないものと計算される額（22,173,611,784 円）について

財源措置されることが明らかであることから、平成 20年度決算において同額を未収財源措置予定額と

して計上し、毎期補助金により財源措置された額を控除した額を残高として未収財源措置予定額とし

て計上しております。 

 

10．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

Ⅱ 重要な債務負担行為 

該当ありません。 

 

Ⅲ 重要な後発事象 

該当ありません。 

 

Ⅳ その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報 

令和元年５月 17 日付の大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律第８号）の制

定及び独立行政法人日本学生支援機構法の改正により、令和２年度より、新たな修学支援制度に

よる給付奨学金事業を実施しました。これに伴い、平成 29 年度より開始した給付奨学金事業に

ついては、対象学生への学資金の支給が終了した時点において、学資支給基金の残余額を国庫に

納付し、学資支給業務勘定を廃止することになります。なお、新たな修学支援制度による給付奨

学金に係る業務については、一般勘定にて経理いたします。 
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Ⅴ 金融商品の時価等に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当法人は、奨学金事業を実施しております。この業務を実施するため、一般会計借入金、特別

会計借入金、財政融資資金、金融機関からの借入及び財投機関債の発行により資金を調達してお

ります。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

当法人が保有する金融資産は、個人に対する貸付金及び未収金であり、債務者の契約不履行に

よってもたらされる信用リスクに晒されております。また、有価証券及び投資有価証券は国債、

地方債及び譲渡性預金であり、満期保有目的で保有しております。 

借入金及び財投機関債は、市場の混乱等により、当法人の資金調達が困難となる等の流動性リ

スクに晒されております。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当法人は、当法人の貸与奨学規程、給付奨学規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、

貸付金及び未収金について、信用情報管理、問題債権への対応など債権管理に関する体制を整備

し運用しております。これらの債権管理は、奨学金事業部門により行われ、また、定期的に経営

管理会議やリスク管理委員会等を開催し、審議・報告を行っております。 

② 金利リスクの管理 

予め法令又は業務方法書等により定められた方法により利率を決定しております。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当法人は、主務大臣により認可された資金計画に従って、資金調達を行っております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 

（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(１) 現金及び預金 

(２) 貸付金及び破産再生更生債権等 

  貸倒引当金 

 

(３) 有価証券及び投資有価証券 

満期保有目的債券 

(４) 日本学生支援債券 

  債券発行差額 

 

(５) 長期借入金 

312,746 

9,592,049 

△157,692 

9,434,357 

20,400 

20,400 

(240,000) 

(3) 

(240,003) 

(9,496,499) 

312,746 

 

 

9,554,357 

20,409 

20,409 

 

 

(239,964) 

(9,245,741) 

－ 

 

 

120,000 

9 

9 

 

 

(△39) 

 (△ 250,758) 

（注）負債に計上されているものは、（）で示しております。 
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（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

（１）現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

（２）貸付金 

貸付金及び破産再生更生債権等の種類に基づく区分ごとに、無利子奨学金については、将来キ

ャッシュ・フローを見積り、リスクフリーレートで割り引いて時価を算定し、有利子奨学金につ

いては、将来キャッシュ・フローを見積り、同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割

り引いて時価を算定しております。 

（３）有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、債券は業界団体が公表している価格によっております。また、譲渡性

預金は短期間で満期となるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 

（４）日本学生支援債券 

当法人の発行する日本学生支援債券の時価は、業界団体が公表している価格によっております。 

（５）長期借入金 

長期借入金のうち、無利息である一般会計借入金及び特別会計借入金については、法令上の国

からの償還免除相当額を見積り、リスクフリーレートで割り引いて時価を算定し、財政融資資金

及び金融機関からの借入については、主として借入毎の元利金を同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

 

Ⅵ 賃貸等不動産の時価等の開示に関する注記 

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 

 

Ⅶ 退職給付に係る注記 

１．採用している退職給付制度の概要 

当法人は、役職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び国家公務員

共済組合法の退職等年金給付制度を採用しております。 

確定給付企業年金制度（積立金制度）では、文教関係団体企業年金基金に加入しており、給与

と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しております。 

退職一時金制度（非積立型制度）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を

支給しております。 

 

２．確定給付制度 

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（（３）に掲げられたものを除く） 

期首における退職給付債務 8,204,734,000円 

 勤務費用  273,376,349円 

 利息費用  14,440,332円 

 数理計算上の差異の当期発生額 110,515,812円 

 退職給付の支払額 △605,757,757円 
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 制度加入者からの拠出額    20,991,475円 

期末における退職給付債務 8,018,300,211円 

 

（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産 3,142,807,000円 

 期待運用収益 152,740,416円 

 数理計算上の差異の当期発生額 581,321,143円 

 事業主からの拠出額 26,909,537円 

 退職給付の支払額 △338,086,657円 

 制度加入者からの拠出額    20,991,475円 

期末における年金資産 3,586,682,914円 

 

（３）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付引当金 10,354,000円 

 退職給付費用 4,016,400円 

 退職給付への支払額           0円 

期末における退職給付引当金  14,370,400円 

 

（４）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払金年金費用

の調整表 

積立型制度の退職給付債務 4,292,075,153円 

年金資産  △3,586,682,914円 

積立型制度の未積立退職給付債務 705,392,239円 

非積立型制度の未積立退職給付債務   3,740,595,458円 

小計  4,445,987,697円 

未認識数理計算上の差異 124,718,904円  

未認識過去勤務費用   △268,031,184円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額   4,302,675,417円 

退職給付引当金 4,302,675,417円 

前払年金費用           0円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額   4,302,675,417円 

 

（５）退職給付に関連する損益 

勤務費用  273,376,349円 

利息費用  14,440,332円 

期待運用収益  △152,740,416円 

数理計算上の差異の当期費用処理額 98,398,083円 

過去勤務費用の当期の費用処理額 62,717,354円 

簡便法で計算した退職給付費用   4,016,400円 

 合計  300,208,102円 
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（６）年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりである。 

債券  48.5% 

株式  40.7% 

一般勘定  9.8% 

現金及び預金   1.1% 

 合計   100% 

 

（７）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金

資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

 

（８）数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎 

割引率 0.198％ 

長期期待運用収益率 6.83％ 

 

３．退職等年金給付制度 
当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、47,901,012円でした。 

 

Ⅷ 追加情報 

１．学資貸与金について、新型コロナウイルス感染症の感染拡大が社会経済の活動に一定の影響

を及ぼし、返還者の返済能力が低下する可能性を想定しておりますが、政府・自治体等の緊急経

済対策が実施されることから、多額の追加的損失が発生しないという仮定をおいて貸倒引当金を

算定しております。 

なお、当該仮定については不確実性があり、新型コロナウイルス感染症の状況やその経済への

影響が変化した場合には、翌事業年度以降の貸倒引当金計上に影響を及ぼす可能性があります。 

 

２．令和３年５月 13 日付で札幌地方裁判所において判決が出された当法人を被告とする民法の

「分別の利益」を争点とした奨学金返還訴訟につきまして、令和３年５月 29 日付で札幌高等裁

判所へ控訴しております。 

なお、現時点では訴訟の帰結につき予測することはできませんが、今後の訴訟の推移によりま

しては、翌事業年度以降の財務諸表に影響を及ぼす可能性があります。 














































